
住宅セーフティネット制度と
高知県の居住支援について

Ｒ6.10.21　令和６年度高知県居住支援協議会地域包括ケア高齢者等の住まいの確保対策部会（第１回）
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高知県土木部住宅課　企画担当

資料１



住宅セーフティネット制度とは
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3 住宅確保要配慮者に対する居住支援

住宅確保要配慮者の入居を拒まない「セーフティネット住宅」の登録制度

登録住宅「セーフティネット住宅」の改修や入居者への経済的な支援

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）
【公布：平成29年4月26日　施行：平成29年10月25日】
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① 低額所得者
（月収15.8万円（収入
分位25％）以下）

② 高齢者
③ 障害者
④ 被災者

（発災後３年以内）
⑤ 子ども（高校生相当ま

で）を養育している者
⑥ 住宅の確保に特に配慮

を要するものとして国
土交通省令で定める者

法律で定める者

• 外国人　等

（条約や他法令に、居住の確保に関

する規定のある者を想定しており、

外国人のほか、中国残留邦人、児

童虐待を受けた者、ハンセン病療

養所入所者、ＤＶ被害者、拉致被害

者、犯罪被害者、矯正施設退所者、

生活困窮者など）

• 東日本大震災等の大規模災害
の被災者
（発災後３年以上経過）

• 都道府県や市町村が供給促進
計画において定める者

　

国土交通省令で定める者

• ＵＩＪターンによる転入者
• 新婚世帯
• 海外からの引揚者
• 原子爆弾被爆者
• 戦傷病者
• ＬＧＢＴをはじめとする性的

マイノリティ
• 住宅確保要配慮者に対し

て必要な生活支援等を行
う者

　

高知県で定める者

住宅確保要配慮者とは
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高知県の居住支援法人

平成24年度設立（H25.2）
県、市町村、福祉団体、不動産･建築関係団体などで構成
年１回程度のセミナーなど開催
その他専門部会を設置
高知県居住支援協力事業者登録制度の運用

高知県居住支援協議会

１　居住支援協議会          設立数： １ 協議会
２　居住支援法人　　　　　　指定法人数： ４法人
３　セーフティネット住宅   登録住戸数： 3,963 戸
４　その他                      あんしん住宅： ６１ 戸
                                   サービス付き高齢者向け住宅：1,１８７ 戸

高知県の現状 （令和６年10月３日時点） 市町村 棟　数 戸　数

高知市 288 1,710

安芸市 33 206

南国市 36 248

土佐市 81 552

須崎市 10 54

宿毛市 19 99

四万十市 55 355

香南市 81 515

香美市 22 140

吾川郡いの町 9 62

高岡郡佐川町 3 18

高岡郡日高村 1 4

合　計 638 3,963

　特定非営利活動法人
あまやどり高知

　特定非営利活動法人
はすのは

株式会社
あんしんサポート

特定非営利活動法人
Ｇ Ｉ Ｆ Ｔ

業務
内容

・家賃債務保証
・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

区域 高知県内 高知県内 高知県内 高知県内

対象者　 制限なし 法第２条第１項に定める者 高齢者
子どもを養育している者
低額所得者

高知県の居住支援 ※高知県土木部住宅課
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セーフティネット住宅の登録制度とは

　セーフティネット住宅として登録すると、登録した住宅の情報は、専用ホームページなどをとおして
住宅確保要配慮者の方へ広く情報提供されます。

セーフティネット住宅

《専用ホームページ》　
　セーフティネット住宅情報提供システム（一般公開）
　https://www.safetynet-jutaku.jp

◎登録の方法　

〔高知県内の登録窓口〕
　　高知市内の物件　　　高知市都市建設部住宅政策課　　電話　０８８－８２３－９４６３
　　高知市以外の物件   高知県土木部住宅課　　　　　　　　電話　０８８－８２３－９８６２

　登録の方法は、上記の専用ホームページでご確認いただけます。
　※詳しくは、登録窓口にご確認ください。

　賃貸住宅の賃貸人の方は、住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅として、高知県又は高知市に
その賃貸住宅を登録することができます。
　その情報を見て、住宅確保要配慮者の方々が、賃貸人の方に入居を申し込むことができるという仕
組みです。



高知県居住支援協力事業者登録制度とは
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高知県居住支援協議会が実施する、住宅確保に支援が必要な方への居住支援に協力いただける不動産事業者の登録制度

高知県居住支援協議会

要支援者 賃貸人
(大家さん)

高知県居住支援協議会と
・居住支援に関する情報の共有
・要支援者の住宅確保のための協力

協力事業者
（アドバイス・あっせん・媒介）

・住宅セーフティネット制度
  に関する情報提供
・居住支援に関する情報提供

・協力事業者の情報の提供
・居住支援に関する情報提供

要支援者に
 

・希望条件の聞き取り

・物件の紹介や入居に

  関するアドバイス

大家さんに
 

・セーフティネット住宅

　に関する理解の促進

・入居希望者条件等の

　相談

※住宅確保要配慮者の中で、家賃等を適正に支払い、
　地域社会の中で自立した日常生活が営むことができる人
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高知県居住支援協力事業者登録の流れ

高知県居住支援協議会

不動産関係団体
公益社団法人高知県宅地建物取引業協会

公益社団法人全日本不動産協会高知県本部

協力事業者

①登録申請書の提出
　所属している不動産関係団体を　
　通じて登録申請書を提出します。

②登録申請書の経由
　高知県居住支援協議会へ申請書
　を経由する時に団体の会員であ
　ること等を確認します。

③登録
　登録通知書を送付します。

登録されると
高知県居住支援協議会HP

＼　　　に掲載されます　　　／



8

市町村の福祉の相談窓口一覧について
民間賃貸住宅入居に関する困りごとはありませんか？
お部屋探し中だけでなく、入居してから退去するまでさまざまな困りごとが起こる可能性があります。
もし困りごとが起こった時に相談できる市町村の窓口を調査し、住宅課のホームページに掲載しましたので、もしもの時にご活用ください。
また、大家さんをはじめ、仲介事業者のみなさま、管理事業者のみなさまも、入居相談等の際に困りごとがありましたら、
こちらの相談窓口を相談者や入居者へご案内いただきますようご協力お願いします。

※相談窓口ですので困りごとの解決をお約束するものではありません。

　相談内容によっては、直接対応ができないものがあります。その場合は、関係機関へのつなぎや各種制度の紹介・情報提供のみの対応と
なる場合があります。

《ホームページ掲載例》　高知市

市町村の
＼福祉の相談窓口一覧／


